
Ⅰ．はじめに

１．沖縄県の健康課題

　国内外から長寿地域として知られてきた沖縄県は，

2000年の都道府県別生命表において，女性の平均寿命は

１位を維持したが，男性の平均寿命順位がこれまでの４

位から26位に大きく後退した．当時は「26ショック」と

して大々的に伝えられた（朝日新聞，2003）．その後，

2005年は女性３位，男性30位と順位を下げ（330ショッ

ク），2010年の報告では，女性７位，男性36 位と下降傾

向が続いている（厚労省，2015）．その背景として，特

に青・壮年期における生活習慣病の急増，肝疾患や高血

圧性疾患の年齢調整死亡率の高さなどが指摘されている

（桑江，2010）．このことは，食習慣の変化，身体活動

量の減少，飲酒量の多さや健診受診率の低さなどの生活

習慣に関連する要因，さらには，社会経済的な格差の拡

大や地域のつながりの希薄化など，生活習慣関連要因の

根本的原因となる社会的決定要因を含めた，幅広い視点

から検討されている（崎間ほか，2016；神谷，2018）． 

２．ソーシャル・キャピタルと健康

　近年，多様な社会環境が人々の健康を規定する社会的

決定要因となることが明らかとなっており，「人と人と

のつながり」がもたらす健康への影響が検討されている

（近藤，2010）．パットナム（2006）が提唱する「ソーシャ

ル・キャピタル（Social Capital：SC）」は，「調整され

た諸活動を活発にすることによって社会の効率性を改善

できる信頼・規範・ネットワークといった社会組織の特
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要旨

目的： 本研究は，地域住民における健康づくり推進員に対する認知状況と健診・検診受診行動との関連について，ト

ランスセオレティカルモデル（Transtheoretical Model: TTM）の変容ステージ，意思決定バランスを適用し

て，検討することを目的とする．

方法： 南城市A地区の20歳以上の地域住民470世帯を対象と無記名式質問紙調査を実施した．調査内容は，基本属性，

健康づくり推進員に対する認知状況，健診・検診受診行動の変容ステージ，および意思決定バランスであった．

健康づくり推進員の認知の有無と健診・検診受診行動の変容ステージ，意思決定バランスとの関連を検討した．

結果： 回答が得られた73人のうち，不備を除いた67人を分析対象とした．健康づくり推進員に対する認知状況につい

て，「知っている」割合は61歳以上が52.6％，60歳以下が24.1％と有意差がみられた（P= 0.02）．健康づくり推

進員に対する認知状況と健診・検診受診行動の変容ステージとの関連について，61歳以上で「認知群」の方が

維持期の割合が高かった（P< 0.05）．健康づくり推進員に対する認知状況と健診・検診受診行動の意思決定バ

ランスとの関連について，60歳以下で「認知群」の方が恩恵得点（pros）は高く（P< 0.05），負担得点（cons）

は低かった（P< 0.05）．

考察： 年代によって，結果にばらつきはみられたものの，健康づくり推進員の活動を認知している方が，健診・検診

受診行動の意義を認識し，受診行動を行っていることが示唆された．

キーワード： 健康づくり推進員，健康診断・検診受診行動，トランスセオレティカルモデル，行動変容ステージ，意

思決定バランス

【研究ノート】

── 43 ──

神谷・島袋・金城：沖縄県南城市A地区住民における健康づくり推進員に対する認知状況と健診・検診受診行動の変容ステージ，意思決定バランスとの関連名桜大学紀要，（27）：43-51（2022）



徴」と定義され，SCが豊かな地域ほど，そこで暮らす人々

の健康水準が高いことが報告されている（近藤，2013）．

健康格差とSCの関連について，社会経済的地位の低い

人は概してSCが乏しいこと，SCが低いことは不健康と

関連すること，また，SCは社会的経済的地位が低いこ

とによる健康への悪影響を緩衝することなどが明らかに

されている（Kawachi＆Barkman，2000）．わが国にお

いても，他人を信頼する人が多い地域に暮らす高齢者ほ

ど，主観的健康感が良いこと（市田，2007）や，所得格

差が大きい地域ほど不健康な人が多いことが報告されて

いる（Ichida，2009）．沖縄県において，かつての長寿

県沖縄を創っていたのは，沖縄版SCともいえる「ゆい

まーる」が関与していた可能性が指摘されている（カ

ワチ，2013；白井，2014）．沖縄県が健康長寿を取り戻

し，健康長寿おきなわ復活県民会議（沖縄県保健医療部，

2014）が掲げる「2040年までに男女とも平均寿命日本一

復活！」を達成するためには，「ゆいまーる」を醸成し，

有効に活用していくことが望まれる．地域のつながりを

紡ぎ直す，また新たに関係性をつくることにより，その

力を地域の健康づくりに活用していくことは，健康日本 

21（第二次）が推進する方向性とも合致するものである

（厚労省，2012）．

３�．ソーシャル・キャピタル醸成の核となる健康づくり

推進員

　地域の健康づくりを推進するためには，個人への保健

指導だけでなく，住民組織と協働した活動が有効とされ

ている（厚労省，2015）．「住民組織活動を通じたソー

シャル・キャピタル醸成」（厚労省，2015）では，健康

づくりボランティアである「健康づくり推進員」をはじ

めとする住民組織活動はソーシャル・キャピタル醸成の

核とも言われ，健康なまちづくりを推進するキーパーソ

ンとしてその役割が期待されている．長野県の「保健補

導員」の活動が県民の健康長寿に大きく貢献したことは

よく知られている（今村，2010）．健康おきなわ21（第

２次）においても，健康を支え守るための社会環境整備

に関する目標として，「健康づくり推進員を養成（育成）

している市町村数の増加」を掲げ，重点的に取り組んで

いる（沖縄県保健医療部，2018）．

４．沖縄県南城市Ａ地区の概況と取り組み

　本研究で対象とする南城市A地区は，人口1,242人（526

世帯），高齢化率27.5％の地域である（2019年３月末時

点）．平成20年に自治会内に「健康づくり推進部」が発

足し，「健康づくり推進員」組織が編成された．自治会

と健康づくり推進員が中心となり，健康講座・イベン

トの開催や「健康ニュース（毎月）」の発行など，様々

な取り組みを継続的に行ってきた結果，平成19年度に

12.8％だった特定健診の受診率は平成23年には65.5％に

まで上昇した地域である（財団法人あしたの日本を創る

協会，2014）．これらの実績を受けて，平成29年度「沖

縄県健康づくり表彰（がんじゅうさびら表彰）」の地域

活動部門においてグランプリを受賞するなど，地域にお

ける健康づくり活動のモデル地域として知られている

（南城市，online）．

５�．健診・検診受診行動へのトランスセオレティカルモ

デルの適用

　健康行動の開始，維持のために様々な行動科学の理論・

モデルが応用されている．本研究では，健診・検診受診

行動に着目し，プロチャスカらによって提唱されたトラ

ンスセオレティカルモデル（Transtheoretical Model: 

TTM） を 援 用 す る（Prochaska＆Diclemente,1983）．

TTMは単に受診したか否かだけでなく，準備性や行動

の継続期間が考慮できる点が特徴的である．行動の変容

ステージが中心的な概念とされ，実際の行動とその行動

に対する動機づけの準備性に応じて，前熟考期，熟考

期，準備期，実行期，維持期の５つのステージが想定さ

れている．また，行動の変容ステージと関連する要因と

して，意思決定のバランスが想定されている．意思決

定のバランスとは，行動を変容させることに伴う恩恵

（Pros）と負担（Cons）に対する評価のバランスのこ

とをいい，目的の行動を実行している人は，恩恵に対す

る評価が負担に対する評価を上回るとされている．現在

では，喫煙行動（中村・大島，1992）だけでなく，運動

（岡，2000）や食行動（赤松，2007）など，幅広い健康

行動との関連が検討されている．

　健診・検診受診行動にTTMを適用した長塚ほか（2010）

は，変容ステージが高いほど恩恵の評価が高く，負担の

評価が低くなることを明らかにし，健診・検診受診行動

にTTMが有用であることを確認した．本研究では，地

域住民の健康意識を反映する指標となる健診・受診行動

に着目し，地域で活動する健康づくり推進員に対する認

知状況と健診・検診受診行動との関連について，検討を

行う．換言すれば，健康づくり推進員を認知している住

民の方が健康意識は高い，すなわち健診・受診行動を行っ

ているとの仮説を検証する．

Ⅱ．目的

　本研究では，南城市A地区住民における健康づくり推

進員に対する認知状況と健診・検診受診行動との関連に

ついて，TTMの変容ステージ，意思決定バランスを適

用して，検討することを目的とする．
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Ⅲ．方法

１．データ収集と対象者

　A地区の20歳以上の地域住民470世帯を対象とした．

A地区の自治会長に対し研究協力の承諾を得た後，毎月

配布する区報と併せて，依頼文付きのアンケート調査票

および返信用封筒を配布した（１世帯２部配布）．調査

票の回収は，同封の返信用封筒を用いて郵送にて送付し

てもらうこととした．研究期間は2019年９月８日～９月

25日であった．

２．調査内容

　基本属性について，性別，年齢，BMI（身長と体重

から算出），居住年数，教育歴，婚姻状況，就労状況，

および主観的健康感を尋ねた．健康づくり推進員に対す

る認知状況について，「あなたは，「健康づくり推進員」

について知っていますか」という質問に対して，「知っ

ている」，「聞いたことはあるが内容は知らない」，また

は「知らない」の３つの選択肢から，回答を求めた．健

診・検診行動の変容ステージは，長塚ほか（2010）が作

成した行動変容ステージの評価項目を用いた．最初に，

「あなたは，今現在，健診・検診を受診することについ

てどのようにお考えですか」という問いに対して，６つ

のステージ項目を用意した．なお，「健診・検診とは，

健康診査・各種がん検診・人間ドック，結核検診などの

ことを指します」と付記した．前熟考期は「今までに健

診・検診を受けたことはなく，将来的にも受けようと思っ

ていない」，逆戻り期は「１年以上前に健診・検診を受

けたが，またこれから先１年以内に受けようと思ってい

ない」，逆戻りリスク期は「この１年間に健診・検診を

受けたが，またこれから先１年以内に受けようと思って

いない」，熟考期は「今までに健診・検診は受けたこと

はないが，これから先１年以内には受けようと思ってい

る」，実行期は「この１年間に初めて健診・検診を受け，

またこれから先１年以内に再び受けようと思っている」，

維持期は「定期的に健診・検診を受けており，またこれ

から先１年以内にも再び受けようと思っている」と設定

した．回答方法は，これら６項目の中で現在の自分の考

えや行動に最も当てはまるものを１つ選択してもらう形

式をとった．行動プロセスは，長塚ほか（2010）が作成

した「健診・検診受診に関する意思決定のバランス尺度」

を用いた．恩恵（Pros）５項目，負担（Cons）４項目

の計10項目から構成される．回答方法は，「全くそう思

わない」から「非常にそう思う」の５件法を用いた．

３．分析方法

　年齢や就労の有無によって，健康づくり推進員に対す

る認知状況や健診受診行動も異なることから，60歳以下

と61歳以上で年齢を層別化し，以下の分析を行った．対

象者の属性と健康づくり推進員に対する認知状況につい

て，分散分析およびカイ二乗分析を行った．次に，健康

づくり推進員に対する認知状況と変容ステージとの関連

についてカイ二乗分析，意思決定のバランスとの関連に

ついて，ｔ検定を行った．その際，健康づくり推進員を

「知っている」を「認知群」，「聞いたことはあるが内容

は知らない」，「知らない」を「非認知群」とし，２値に

カテゴリ化した．意思決定のバランスに関しては，恩恵

得点および負担得点の平均合計得点を算出した後に，標

準得点（T-score）に換算し，恩恵標準得点および負担

標準得点とした．さらに，恩恵標準得点から負担標準得

点を差し引いたものを意思決定バランスの得点として分

析に用いた．意思決定バランスについて，２標準偏差以

上の外れ値は分析から除外した．なお，統計解析には，

JMP Pro14を使用した．

４．倫理的配慮

　アンケートは無記名式とし，調査票の提出を持って同

意とみなす旨，説明した．本研究は名桜大学倫理審査委

員会の承認（受付番号：2019-009-1）を得て実施した．

Ⅳ．結果

１．対象者の基本属性

　A地区の20歳以上の地域住民470世帯に調査票を配布

したうち，73人（１世帯一人で計算した場合の回答率

15.5％）から回答が得られた．そのうち，回答不備者（６

人）を除いた67人（有効回答率91.8％）を分析対象者と

した．

　対象者の属性は，表１に示すとおりであった．性別

について，60歳以下では男女それぞれ10人（34.5％），

19人（65.5％），また，61歳以上では男女それぞれ14人

（36.8％），24人（63.2％）であった．就労状況について，

60歳以下では就労ありが24人（82.8％），61歳以上では

７人（18.4％）であった．健診・検診受診行動の変容ス

テージについて，「維持期」が60歳以下では92.3％，61

歳以上では88.6％と高かった．
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２�．人口統計学的変数と健康づくり推進員に対する認知

状況との関連（表２）

　人口統計学的変数と健康づくり推進員に対する認知状

況との関連について，全体および年代別で検討した．全

体において，年代で有意な関連がみられた（P < 0.05）．

「知っている」割合は61歳以上が52.6％，60歳以下が

24.1％であった．また，60歳以下において，男女で有意

な関連がみられた（P < 0.05）．「知っている」割合は女

性が36.8％，男性が０％であった．その他の項目につい

て関連はみられなかった．

表 1　対象者の属性（n=67）

60歳以下（n=29） 61歳以上（n=38）

性別（n，％）

男性 10 34.5 14 36.8

女性 19 65.5 24 63.2

年齢（平均，SD） 46.0 11.3 72.8 7.3

教育歴（n，％）

12年以下 7 24.1 19 50.0

13年以上 22 75.9 19 50.0

婚姻状況（n，％）

配偶者あり 17 58.6 26 70.3

死別・離別 4 13.8 9 24.3

未婚 8 27.6 1 2.7

その他 0 0 1 2.7

就労状況（n，％）

就労している 24 82.8 7 18.4

就労していない 5 17.2 31 81.6

居住年数（平均，SD） 13.2 13.1 20.4 13.5

主観的健康感（n，％）

健康群 24 82.8 28 73.7

非健康群 5 17.2 10 26.3

BMI（平均，SD） 24.6 4.5 23.4 3.4

健診・検診受診の行動変容ステージ（n，％）

前熟考期 0 0 0 0

逆戻り期 1 3.8 1 2.9

逆戻りリスク期 1 3.8 3 8.6

熟考期 0 0 0 0

実行期 0 0 0 0

維持期 24 92.3 31 88.6

意思決定バランス（平均，SD）

恩恵（pros） 22.0 3.1 21.5 2.8

負担（cons） 11.2 2.9 8.5 2.6
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散
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い
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．
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３�．健康づくり推進員に対する認知状況と健診・検診受

診行動の変容ステージとの関連（表３）

　健康づくり推進員に対する認知状況と健診・検診受診

行動の変容ステージとの関連について検討したところ，

61歳以上において有意な関連がみられた（P< 0.05）．「認

知群」が維持期90.3％に対して，「非認知群」は75.0％

であった．

４�．健康づくり推進員に対する認知状況と健診・検診受

診行動に関する意思決定のバランスとの関連（表４）

　健康づくり推進員に対する認知状況と健診・検診受診

行動の意思決定バランスとの関連について検討したとこ

ろ，60歳以下において，「認知群」が恩恵標準得点は高

く（P< 0.05），負担標準得点は低く（P< 0.05），また意

思決定バランス得点は高かった（P< 0.01）．意思決定バ

ランス得点に関して，「認知群」はプラス（恩恵が負担

を上回っている），「非認知群」はマイナス（恩恵が負担

を下回っている）となっており，恩恵と負担のバランス

が逆転していた．61歳以上における各得点をみると，60

歳以下と同様の傾向を示したが，いずれも有意な関連は

みられなかった．

Ⅴ．考察

　本研究では，南城市A地区の20歳以上の地域住民にお

ける健康づくり推進員に対する認知状況と健診・検診受

診行動との関連について，TTMの変容ステージ，意思

決定バランスを適用して，検討することを目的とした．

対象者の特徴として，変容ステージの「維持期（定期的

に健診・検診を受けており，またこれから先１年以内

にも再び受けようと思っている）」の割合が60歳以下は

92.3％，61歳以上は88.6％と高く，健康意識の高い集団

であった（表１）．地域で活動する健康づくり推進員を

認知している人の特徴として，61歳以上が認知している

割合が高かった（表２）．また，年代別の分析では60歳

以下において，男性より女性の方が認知の割合が高かっ

た．このことから，自宅を主な生活場面とする人の方が

健康づくり推進員の活動のことを「知っている」また「聞

いたことはある」機会が多いことが考えられる．

　健康づくり推進員に対する認知状況とTTMの構成要

素である変容ステージおよび意思決定バランスとの関連

について検討した．健康づくり推進員を認知している人

表３　健康づくり推進員に対する認知状況と行動変容ステージとの関連

前熟考期 逆戻り期 逆戻りリスク期 熟考期 実行期 維持期 P値

60歳以下

認 知 群
0 0 1 0 0 17

ns
（0） （0） （5.6） （0） （0） （94.4）

非認知群
0 1 0 0 0 7

（0） （12.5） （0） （0） （0） （87.5）

61歳以上

認 知 群
0 0 3 0 0 28

< 0.05
（0） （0） （9.7） （0） （0） （90.3）

非認知群
0 1 0 0 0 3

（0） （25.0） （0） （0） （0） （75.0）

 人数（％）を表記，分析はカイ二乗検定を用いた．

表４　健康づくり推進員に対する認知状況と意思決定バランス（T-score）との関連

60歳以下 61歳以上

認知群 非認知群 P値 認知群 非認知群 P値

恩恵得点（pros）

　平均 54.5 46.1 < 0.05 50.4 48.7 ns

　SD 7.9 9.2 7.5 15.4

負担得点（cons）

　平均 51.8 58.7 < 0.05 46.0 46.7 ns

　SD 8.6 7.2 8.1 4.4

意思決定バランス

　平均 2.7 -12.6 < 0.01 4.4 2.0 ns

　SD 12.6 14.8 11.7 19.3

分析は t 検定を用いた．

意思決定バランスはprosとconsの差分（pros得点－cons得点）により算出した．
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は健診・検診受診行動の変容ステージが高い，すなわち，

健康意識が高いか検証した結果，61歳以上において，仮

説を支持する結果が得られた（表３）．60歳以下におい

て有意な関連がみられなかったことについて，健康づく

り推進員の認知の有無に関わらず，両群とも「維持期」

の割合が他のステージと比べて高かったことから，個々

の健康意識が高い，もしくは職域健診等で受診そのもの

がルーティン化されているためと推察された．健康づく

り推進員に対する認知状況と意思決定バランスとの関連

について，60歳以下において，「認知群」の恩恵が高く，

負担が低いとする仮説を支持する結果となった．意思決

定バランスに関して，「認知群」はプラス（恩恵＞負担），

「非認知群」はマイナス（恩恵＜負担）であった．地域

で活動する健康づくり推進員を認知している住民では，

健診・検診を受診することに対して負担を上回る恩恵を

認識しており，健康意識が高いことが示唆された．横断

研究のため因果関係までは言及できないが，地域住民の

健康意識を高めることを目的として活動する健康づくり

推進員の活動が寄与した可能性が考えられる．61歳以上

においても，「認知群」の恩恵は高く，負担は低いとす

る60歳以下と同様の傾向がみられたが，有意ではなかっ

た．意思決定バランスに関して，「認知群」，「非認知群」

ともにプラス（恩恵＞負担）であったことから，一定の

年齢を過ぎると健診・検診の重要性や意義を認識するよ

うになることが考えられる．

　地域の健康づくりを支援する健康づくり推進員の活動

が地域住民の健康意識の向上や健康行動の実践につなが

るか検証するために，健康づくり推進員に対する認知状

況と健診・検診受診行動に着目し，TTMの枠組みを用

いて検討した．年代によって，結果にばらつきはみられ

たものの，概ね，健康づくり推進員の活動を認知してい

る方が，健診・検診受診行動の意義を認識し，受診行動

を行っていることが示唆された．長寿県沖縄の復活に向

けて，地域のヘルスプロモーションを展開する際，健康

づくりを支援するボランティアの活用は欠かせない．ボ

ランティア自身の効用として，健康づくりボランティア

を経験することによって，自身のヘルスリテラシーや

ソーシャル・キャピタルが高くなるとともに，望ましい

健康行動をとっていることが報告されている（林ほか，

2018）．一方で，ボランティアの高齢化に伴い新しいな

り手がいないという課題も指摘されている．時代やその

地域に合った健康づくりボランティアの在り方を模索

し，次世代の健康づくりボランティアを養成（育成）す

ることによって，地域のソーシャル・キャピタルを醸成

することが可能となる．地域の努力を支える行政，大学

のバックアップ，また，地域と関係組織との連携構築も

必要と考える．

　最後に，本研究の限界をあげる．一点目として，本研

究は横断研究であるため，健康づくり推進員に対する認

知状況と健診・検診受診行動の変容ステージと意思決定

バランスとの間の因果関係までは言及することができな

い．今後，縦断的な検討が望まれる．二点目として，回

答者が73人と少なかった点があげられる．調査票は毎月

の区報と併せて配布し，返信は返信用封筒にて郵便ポス

ト（公民館への提出も可）に投函する手順にて調査を実

施した．健診・検診受診行動の変容ステージの「維持

期」の割合が多かったことから，結果的に健康意識の高

い住民が多く回答した可能性が考えられる．三点目とし

て，本研究は沖縄県南城市の健康づくり活動が盛んな一

地域を対象とした研究であるため，一般化するには限界

がある．対象者が健康意識の高い集団であったことにつ

いて，健康意識の高い人が回答したためか，もしくは地

域の特異性として，地域住民全体の健康意識が高かった

ためかは明らかでない．今後は，調査を実施する地域を

増やし，地域間の比較を加味した上で検討を行うことが

望まれる．四点目として，長塚ほか（2010）も指摘して

いるが，健診・検診をひとまとめにしている点があげら

れる．健診にも職域健診や地域健診など様々であり，対

象者によって認識が異なる可能性が考えられる．今後は，

より焦点をしぼって検討することが望まれる．

　以上のような限界はあるものの，地域において，

TTMの枠組みを適用して，健康づくり推進員に対する

認知状況と健診・検診受診行動との関連を検討した研究

は皆無であるため，意義は大きい．

Ⅵ．結論

　地域の健康づくりを支援する健康づくり推進員の活動

が地域住民の健康意識の向上や健康行動の実践につなが

るか検証するために， TTMの枠組みを用いて検討した．

年代によって，結果にばらつきはみられたものの，健康

づくり推進員の活動を認知している方が，健診・検診受

診行動の意義を認識し，受診行動を行っていることが示

唆された．
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Association between Health Volunteer Awareness and Stage of Change,
Decisional Balance in Medical Check-Ups in Area A of Nanjo City, Okinawa

KAMIYA Yoshito, SHIMABUKURO Ai, KINJO Noboru

Abstract

Objective: The present study applied the Transtheoretical Model (TTM) of behavior change to medical 

check-ups. The purpose of this study was to clarify the association between awareness of health 

volunteers and the stage of change, decisional balance of TTM in medical check-ups among 

community-dwelling adults.

Method: A cross-sectional questionnaire survey was conducted. The research subjects were 470 

households of local residents, aged over 20 years in Area A, Nanjo City. The questionnaire 

consists of sociodemographic characteristics, awareness of health volunteers, the stage of 

change, and decisional balance of TTM in medical check-ups. The association between awareness 

of health volunteers and the stage of change, decisional balance was examined using chi-square 

or T-test.

Results: The analysis included 67 adults. The ratio of maintenance stage was higher in the “aware 

group” than in the “non-aware group” among residents over 61 years (P < 0.05). Among those 

under 60 years old, the pros score was higher in the “aware group” than in the “non-aware 

group” (P < 0.05). The cons score was lower in the “aware group” than in the “non-aware group” 

(P < 0.05). 

Discussion: The results suggest that those who are aware of health volunteers are more likely to get a 

medical check-ups.

Keywords:  Health Volunteer，Medical Check-Ups，Transtheoretical Model, Stage of Change，

Decisional Balance
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